
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

令和 3年度は、教育機関、教育関係者等に対する教育計画・学習方法についての相談・支援に関す
る事業として、教育機関、教育関係者等を対象としたコンサルティング業務を実施し、教育機関及び
教育関係者等が恒常的に抱えている様々な悩みや問題について、専門家としての見地からア ドバイス

や具体的提案を行い、教育・学習に関する啓発並びに子どもの健全育成を図って参りました。
令和4年度も、上記事業を継続的且つ安定的に実施することによって、よリー層、子どもの健全育

成及び学力 0学習意欲の向上に寄与して参ります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 524 】千円)

疋 訳 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)学力検査の

実施及び結果
の分析 に関す
る事業

字力検
果 の分

翼
査及

査の
析 を
び各

実施及び結
目的 とした
種情報の収

随時 法人事務所 1名 一般市民 不特定多数 0

(2)学力検査の

結果の分析に
基 づ く 講 演
会 。講習会・相
談会の実施に

関する事業

実施なし

0

(3)学生 。生徒、
その保護者等
に対す る進路
指導、学習方法
についての相
談 0支援及び講
演会・講習会等
の実施に関す
る事業

実施なし

0

(4)教育環境 0

学習環境等の
研究、教育計
画・学習方法の
企画・開発等に
関する事業

教育環境・学習環境等の
研究、教育計画・学習方
法の企画 。開発を目的と
した調査及び各種情報
の収集 随時 法人事務所 1名 一般市民 不特定多数 0



(5)教育機関、
教育関係者等
に対する教育
計画・学習方法
についての相
談。支援に関す
る事業

教育機関、教育関係者等
に対する教育計画・学習
方法に関するコンサル
ティング業務

随時 法人事務所 2名

教育機関、

教育関係者

等

不特定多数 524

(6)教育・学習
に関する情報
発信及び啓発
活動に関する
事業

教育・字習に関する
を 目的 としたセ ミ
の実施 に向けた打
の実施

1啓発
ナー
合せ

随時 法人事務所 1名 一般市民 不特定多数 0
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令和3年度  活動計算書

令和 3年 3月 1日 から令和4年 2月 28日 まで

活 フ ム ・ ス

円

科
日
【 金 額
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1,500,000
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114,650
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381,040
810
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381.850

114,650
114.650

297,900
3,575

301,475

496,500

416,125

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

33,956
33.956

553,434
338,700
214,734

2.780。 941
2_995^675

I 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等

4 事業収益              |
学力検査の実施及び結果の分析     |

に関する事業収益 |

学力検査の結果の分析に基づく講演会・ |
講習会・相談会の実施に関する事業収益 |

学生 0生徒、その保護者等に対する   |
進路指導、学習方法についての相談・ |
支援及び講演会・講習会等の実施   |

に関する事業収益 |

教育環境・学習環境等研究、      |
教育計画 0学習方法の企画・開発等  |

に関する事業収益 |

教育機関、教育関係者等に対する    |
教育計画・学習方法についての相談・ |

支援に関する事業収益 |

教育・学習に関する情報発信及び    |
啓発活動に関する事業収益 |

5 その他収益             |
受取利息              |

経常収益計               |
Ⅱ 経常費用                |

1 事業費               |
(1)人件費              |

給料手当             |
人件費計             |

(2)そ の他経費            |
広告宣伝費
通信費
消耗品費
旅費交通費
会議費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
人件費計

(2)そ の他経費
事務局運営費
支払手数料
諸会費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

繰延資産償却額
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰栽正味財産額



(法第28条第1項 )

令和3年度 貸借対照表

令和4年2月 28日 現在

ム・ スタ
`ノ

ォ
~ラ

科 目

I 資産の部
1流動資産

現金
普通預金
商品
前渡金
未収入金
流動資産合計

2固定資産
什器備品
電話加入権
商標権
固定資産合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債

未払金
預り金
流動負債合計
負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産
(当 期正味財産増加額)

正味財産合計
負債及び正味財産合計

15,611

2,976,358

0

0

0

2,991.969

2 675

0

1

0
3.705

3,706

0

0

0

2,780,941

214.734
2.995.675

2,995,675



(法第28条第1項)

令和3年度 財産目録

令和4年2月 28日 現在
ム・

科   目0摘  要

15,611

2,976,358

0

2.991.969

1

3,705

3,706
2 675
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ｕ

ｎ
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I 資産の部
1流動資産

現金
普通預金
未収入金
流動資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債

未払金
預り金
流動負債合計
負債合計

正味財産

2固定資産
什器備品
商標権
固定資産合計
資産合計

2,995,675



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

」塑駐豊型ヨ:畦△ム」」せ堕」L2上:」2△二」と整 __

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)氏   名

1 〇
・監事

ナガノ マサヒロ 令和 3年

令和4年

3月  1日

2月 28日

令和 3年

令和 4年

3月  1日

2月 28日長野 雅弘

９

一 〇 ・監事

オガワサラ コウジ 令和 3年

令和 4年

3月  1日

2月 28日

年

年

月

月

日

日小笠原 宏司

う
０

′“ヽ

鯉ジ・監事
fiYI =tL tr 令和 3年

令和4年

3月  1日

2月 28日

年

年

月

月

日

日細谷 幸裕

“
４

′
~ヽ

使り
"監

事
キタガワ マサヒロ 令和 3年

令和4年

3月  1日

2月 28日

年  月  日

年  月  日北川 雅洋

ｒ
Ｏ

⌒

理事く匙タ

オオヤギ ススム 令和 3年

令和4年

3月  1日

2月 28日

年

年

月

月

日

日大谷木 進

ハ
０ 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月   日

月 日

７

‥ 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

６
０ 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人塗型聾壺量虹乙と二12■二」堕壺L___

氏   名

1 七戸 仁

2 斉藤 松成

3 宝田 雄介

4 和氣 昌之

5 古屋 美有紀

6 温井 伸明

7 鳥谷部 路夫

曰 藤田 佐知

9 栗原 ゆき子

10 枝 誠一

11

12


